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② 事務事業の内容　※何をどのようにする事務事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

【 目　的 】　共働きや一人親家庭などで、働きながら子育てをしている家庭の児童に、適切な遊び及び生活の場を与え、その健全な育成を図ることを目的としている。

【 対　象 】　小学校低学年（1年～3年生）を中心に実施。　　・22年度以降受け入れ可能な枠がある場合は、小学校4年生以上も受け入れている。

【開設日】　・月曜～金曜は放課後から18時　・土曜日は8時30分から18時

　　　　　　　 ・夏休み、冬休み月曜から土曜8時30分から18時（延長同）　　　・年末29日より年始3日まで及び日曜祭日は閉所

【開設場所】・市内15小学校に20クラブ開設

【利用料】　月額5,000円（土曜日利用の場合7,000円）（8月のみ10,000円）

旭市では保護者の要望により、昭和40年4月1日  中央保育所設

立と同時に中央児童クラブを開設(福祉事務所所管　無料、おや

つ代を集め保育所の保母による兼務で運営）。　共働き家庭や

一人親家庭の増加にともない、必要性が大きく高まり、国では平

成9年に児童福祉法に位置づけられ現在に至る。

・合併協議時は、旧旭市で5カ所のみで開設されていた。・飯岡町

で平成17年2月に1箇所を開設した　平成22年4月萬歳小学校開

設をもって市内全15小学校に児童クラブが開設され、現在まで20

クラブを運営している。また、利用者数は増加傾向にある。

※利用保護者からの要望

・就労しているため、納めに行く時間が無い。・仕事に間に合

うように、学校が休みの日は、朝7時から夕方7時まで受け入

れてほしい。
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（今年度新たに取り組

む事項について記載）
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①10月より臨時職員の社会保険への適用が拡大され

ることから該当者による勤務の軽減が予想されること

に伴う対応をする。②各学校空き教室の状況を調べる

等加入希望児童数増加への対策を検討する。
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クラブ数の増加（20クラブ→22クラブ）

社会保険の適用拡大に伴い労働時間を軽減した職員の

補充を派遣業務で補う。

児童クラブの加入退所手続き・受託料納付状況の管理・

児童クラブ指導員関係事務

児童クラブ数

(2)

加入児童の保護者

安全に過ごせる場を提供し保護者が安心して働ける。
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